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金ケ崎 町 選択 的 夫婦 別姓 制度 に つい て 法制 化 を 求め る 意見 書 


庫 負担 割合 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 
ロナ 褐 に よる 厳し い 財 政 状 況 に 対処 し 地方 税 財源 の 充実 を 求め 
| 3 | 倫 ヶ 大 困 必 ナ 補 に よる 厳し い 財 政 状況 に 対処 し 地方 税 時 源 の 充実 を 求め る 


fe 崎 町 ほら な る 少 人 数 学級 の 実現 に 伴う 教職 員 定 数 の 改善 と 義務 教育 費 国 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 3 年 9 月 10 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 法務 大 臣 
【 件 名 】 選択 的 夫婦 別姓 制度 に つい て 法制 化 を 求め る 意見 書 





夫婦 が 望む 場合 に は 、 結 婚 後 も それ ぞ れ 結婚 前 の 氏 ( 姓 ) を 称す る こと を 認め る 選択 的 
夫婦 別姓 制度 が 1996 年 に 法制 審議 会 に より 答申 され 、 す で に 四半 世紀 を 迎え ます 。 

2015 年 12 月 、 最 高裁 判 所 は 、 夫 婦 同 姓 規定 自体 は 合憲 と 判断 し 、 同 時 に 選択 的 夫婦 別姓 
に つい て は 「 合 理性 が な いと 断 ず る も の で は な い 」 と 言及 し 、 制 度 の 在り 方 に つい て は 、 
「 国 会 で 論じ し られ 、 判 断 さ れる べき 」 と し まし た 。 

多く の 国民 が 切実 な 思い で 法 改 正 を 待ち 望ん で いる 中 、2020 年 12 月 25 日 に 開 議 決定 され 
た 第 5 次 男女 共同 参画 基本 計画 で は 、「 選 択 的 夫婦 別姓 」 の 文言 が 削除 され まし た 。 「 旧 
姓 使用 の 拡大 の 方 針 が 示さ れ ま し た が 、 法 的 行為 、 海 外 渡航 、 癌 記 等 の 連続 性 な ど に お 
いて 、 法 的 根拠 の な い 上 旧姓 使 用 は 不可 と な る 場合 が 多い の が 現状 で す 。 

また 、 近 年 は 初婚 年 齢 が 上 昇 し 、 男 女 と も に 生ま れ 育 っ た 氏名 ( 姓 ) で 社会 の 信用 、 実 
績 、 資 産 等 を 築き 初婚 を 迎え る ケー ス も 多く 、 改 姓 時 に 必要 な 事務 手続 き は 確実 に 増え て 
お り 、 戸 籍 姓 で の キャ リア 継続 を 望む が 履 に 事実 婚 を 選択 する 夫婦 も 少な く な いと み ら れ 
ます 。 

2018 年 2 月 に 内 閣府 が 公表 し た 世論 調査 で は 、 選択 的 夫婦 別姓 制度 の 導入 に 賛成 ・ 容 認 と 
答え た 国民 は 66. 9% で 、 反 対 の 29.39% を 大 きく 上 回 っ た こと が 明らか に され て いま す 。 特 
に も 30 歳 か ら 39 歳 まで の 年 齢 層 で は 、 賛 成 ・ 容 認 の 割合 は 84.49% に も の ぼっ て いま す 。 

選択 的 夫婦 別姓 制度 は 、 家 族 で 同じ 姓 の ほう が 一 体感 が 深まる と 考え る 人 た ち は 、 従 前 
どおり 夫婦 同姓 で 結婚 で き 、 夫 婦 別 姓 が 必要 な 人 た ち は 別 姓 を 選べ る よう に する 制度 で す 。 
男女 が 改姓 に よる 不利 益 を 案 ず る 事 な く 結婚 ・ 出 産 を し 、 老 後 も 法 的 な 家族 と し て 支え 合 
える 社会 を 実現 する 事 に も 繋が る も の で す 。 

よっ て 、 金 ケ 崎 町 議会 は 、 国 に 対し て 速やか に 民法 を 改正 し 、 選 択 的 夫婦 別姓 制度 を 法 
制 化す る こと を 求め ます 。 






































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 3 年 9 月 10 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 さ ら な る 少 人 数 学級 の 実現 に 伴う 教職 員 定数 の 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 
割合 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 








令 和 2 年度 未 に 改正 義務 標準 法 が 成立 し 、 小 学校 の 学級 編制 標準 が 段階 的 に 3 5 人 に 引 
き 下 げ ら れ た こと は 、 教 育 現場 が 長らく 求め て きた 制度 の 実現 で あり 、 こ れ ま で 各自 治 体 
が 意見 書 提出 を 継続 し て きた 成果 だ と 言え ます 。 し か し 、 定 数 増 へ の 対応 は 加 配 定数 か ら 
の 振替 で あり 、 実 質 的 な 教職 員 定数 増 と な っ て いま せん 。 ま た 、 中 学校 ・ 高 等 学校 に お い 
て 3 5 人 学級 の 早期 実施 は も ちろ ん の こと 、 よ りき め 細 か な 教育 の 実現 を めざす に は 3 0 
人 以下 学級 の 実現 が 不可 欠 で す 。 

この 間 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た こと で 、 各 
自治 体 に お ける 財政 状況 に よっ て 、 義 務 教 育 費 へ の 影響 の 可能 性 が 高まり 、 自 治 体 間 の 教 
育 格差 が 危 企 され て きま し た 。 厳し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 等 を 行っ て 
いる 自治 体 も ちり ます が 、 国 の 施策 と し て 十分 な 財源 を 保障 し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ 
に 住ん で いて も 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり 、 国 が 果たす べき 
役割 で す 。 

学校 現場 で は 、 感 染 症 対策 に よる 消毒 作業 や 貧困 ・ い じ め ・ 不 登校 な ど 解 決 す べ き 課 題 
が 依然 と し て 山積 し て お り 、 子 ども た ちと し っ か り と 向き 合い 、 意 欲 と 情熱 を も っ て 教育 
に 専念 する た め の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 で す 。 こ うし た 中 、 ゆ た か な 学 
び を 保障 し 、 学 校 の 働き 方 改革 を 実現 する た め に は 、 さ ら な る 少 人 数 学級 の 実現 と 教職 員 
定数 改善 、 そ し て 義務 教育 費 国 庫 負 担 率 の 引上げ が 不可 欠 で す 。 

こう し た 観点 か ら 、 令 和 4 年度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 強く 求 
め ま す 。 





























































































































































































































































































































































































































記 

1 中 学校 ・ 高 等 学校 で の 3 5 人 学級 を 早急 に 実施 する こと 。 ま た 、 さ ら な る 少 人 数 学級 
に つい て 検討 する こと 。 
2 学校 の 働き 方 改革 ・ 長 時 間 労 働 是 
する こと 。 ま た 、 自 治 体 が 「 学 級 編 
減 は 行わ な いこ と 。 

3 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 









































E を 実現 する た め 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 
刷 基準 の 弾力 的 運用 」 の 実施 が で きる よう 加 配 の 削 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 


Qr( 
TT 
o 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 


【 議 決 年 月 日 】 令 和 3 年 9 月 10 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
経済 産業 大 臣 内 閣 官房 長官 経済 再生 担当 大 臣 
【 件 名 】 コ ロナ 初 に よる 厳し い 財 政 状況 に 対処 し 地方 税 財源 の 充実 を 求め る 意見 書 








新型 コロ ナウ イル ス の 感染 拡大 は 、 変 異 株 の 猛威 も 加わ り 、 我 が 国 の 各 方 面 に 甚大 な 経 
済 的 ・ 社 会 的 影響 を 及ぼ し て お り 、 国 民生 活 へ の 不安 が 続い て いま す 。 こ の 中 で 、 地 方 財 
政 は 、 来 年 度 に お いて も 巨額 の 財源 不足 が 避け られ な い 厳 し い 状 況 に 直面 し て いま す 。 

地方 自治 体 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 当 症 対策 は も と より 、 地 方 劉生 、 雇 用 対 
策 、 防 災 ・ 減 災 対 策 、 デ ジタル 化 や 脱 炭 素 社会 の 実現 と と も に 、 財 政 需要 の 増 高 が 見 込ま 
れる 社会 保障 等 へ の 対応 に 迫 ら て れ て お り 、 こ の た め に は 、 地方 税 財源 の 充実 が 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 令 和 4 年度 地方 財政 対策 及び 地方 税制 改正 に 向け 、 下 記事 項 を 
確実 に 実現 され る よう 、 強 く 要 望 し ます 。 







































































































































































記 
1 令 和 4 年 度 以降 3 年間 の 地方 一 般 財 源 総額 に つい て は 、「 経 済 財 政 運 営 と 改革 の 基本 
方 針 2 0 2 1」 に お いて 、 令 和 3 年 度 地方 財政 計画 の 水準 を 下回ら な いよ う 実 質 的 に 同 
水準 を 確保 する と され て いる が 、 急 速 な 高齢 化 に 伴い 社会 保障 関係 経費 が 増大 し て いる 
現状 を 踏ま え 、 他 の 地方 歳出 に 不 合 理 な し わ 寄 せ が な され な いよ う 、 十 分 な 総額 を 確保 
する こと ;。 
2 固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 極め て 重要 な 基幹 税 で あり 、 制度 の 根幹 を 揺るが す 見 直し は 、 
断じて 行わ な いこ と 。 ま た 、 生 産 性 革命 の 実現 や 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 緊急 経済 対 
策 と し て 講じ られ た 固定 資産 税 等 に 係る 特例 措置 は 、 本 来 国庫 補助 金 等 に より 対応 すべ 
きも の で あり 、 今 回 限り の 措置 と し て 、 期 限 の 到来 を も っ て 確実 に 終了 する こと 。 
3 令 和 3 年 度 税制 改正 に より 講じ られ た 土地 に 係る 固定 資産 税 の 課税 標準 額 を 令 和 2 年 
度 と 同額 と する 負担 調整 措置 に つい て は 、 令 和 3 年 度 限り と する こと 。 
4 令 和 3 年 度 税制 政 正 に より 講じ し られ た 自動 車 税 ・ 軽 自動 車 税 の 環境 性 能 割 の 臨時 的 軽 
減 の 延長 に つい て 、 更 な る 延長 は 断じて 行わ な いこ と 。 
5 炭素 に 係る 税 を 創設 叉 は 拡充 する 場合 に は 、 そ の 一 部 を 地方 税 又 は 地方 譲与 税 と し て 
地方 に 税源 配分 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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